[bookmark: _Toc321828817]様式第６号

令和　　年　　月　　日

岡山県商工会連合会　会長　殿

住所
報告者
氏名（名称）　　　　　　　　

地域課題解決型起業支援金に係る実績報告書

令和　　年　　月　　日付け第　　　号で交付決定があった事業について、令和　　年　　
月　　日で起業を完了したので、令和４年度岡山県地域課題解決型起業支援金交付要綱第１１条の規定により、次のとおり報告します。

記

１　対象事業に要した経費の額及び起業支援金交付予定額
対象事業に要した経費の額　　　金　　　　　　　　　円

起業支援金交付予定額　　　　　金　　　　　　　　　円

（注）上記の対象事業に要する経費の額及び起業支援金交付予定額には、申請者
　　　　　　　 が消費税及び地方消費税の課税事業者（免税事業者及び簡易課税事業者以
外）の場合、消費税及び地方消費税に相当する額を含まない（税抜）。

２　対象事業の取組内容（いずれかを〇で囲んでください。）

（１）起業　・　（２）※事業承継　・　（３）※第二創業

※Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野に限る

３　対象事業の内容及び経費内訳
別紙６－１・別紙６－２のとおり

４　対象事業の開始日
令和　　年　　月　　日から開始
※実績報告書提出時までに、事業に必要な資格取得、許認可、届出等を済ませて開
始すること。（商品・サービスの提供が可能であり、その対価を得られる状況）
５　個人による開業又は法人設立の別（どちらかを〇で囲んでください。）
　　　※起業・事業承継の場合のみ記入
・個人開業

・法人設立（または事業承継による代表者の交代）
　　法人の種類：
代表者の氏名：
住所：
　　　　　事業年度：　　月　　日　～　　　月　　日

６　開業又は法人設立の年月日及び場所　
　　　※起業・事業承継の場合のみ記入
　　　令和　　年　　月に岡山県　　市・町・村において開業・設立
　　（注）個人開業の場合は、税務署に提出した開業届の写しを、
　　　　　法人設立の場合は、法人の履歴事項全部証明書を添付してください。

７　交付申請の時点で岡山県内に居住していなかった場合は移住時期・移住先
　　　令和　　年　　月に岡山県　　市・町・村へ移住
　　（注）３か月以内に発行された住民票を添付してください。

８　対象事業に直接従事している従業員（申請者本人を除く。）
	役　職
	氏　名
	担当業務

	
	
	

	
	
	

	
	
	


９　対象事業に必要な資格の取得や許認可、届出等の状況
　　　資格：
　　　許認可、届出等：
　　（注）資格、許認可、届出等を証明する書類の写しを添付してください。

10　消費税の適用（いずれかを〇で囲んでください。）
　　　課税事業者（届出済） ・ 簡易課税事業者（届出済） ・ 免税事業者（届出不要）

11　支援機関（商工会、商工会議所、金融機関等）による伴走支援
　　　支援機関名及び担当者名：
　　　支援開始時期：
　　　支援内容：

別紙６－１
事　業　実　績　報　告　書
                                      （必要に応じて追加で資料を作成し、添付してください。）
	【事業計画等】（詳細に記載すること。）
（１）事業概要
　 









【ビジネスモデル図等】










（２）事業により解決しようとする地域社会が抱える課題（社会性）
①事業実施地（社会的課題発生の背景、現状と課題、実施地の選定理由）





②地域課題の解決に取り組むための理念、ビジョン






③地域課題の解決方法
　　







（３）提供するサービスの対価として得ている収益の内容及び金額（事業性）　　①経営方針・事業コンセプト・目的（事業承継・第二創業の場合）








②事業内容（提供内容、実施体制、販売先、強み等）
　　※事業承継・第二創業の場合は、Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野の
内容も記載してください。








③事業を実現するための課題（現状と今後の予測）








④事業スケジュール
１年目 (令和　 年  月期)※対象期間を含む　　売上目標【　　　千円】
	実施
時期
	実施内容
	対象経費の使用
（経費区分、目的・内容、金額）

	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	
	


	　月
	

	

	　月
	

	




	今後の予定
	実施予定

	２年目(令和 年 月期)
売上目標【　　千円】
	


	３年目(令和 年 月期)
売上目標【　　千円】
	


	４年目(令和 年 月期)
売上目標【　　千円】
	


	５年目(令和 年 月期)
売上目標【　　千円】
	




（４）事業実施地域における同種のサービスの供給状況（必要性） 
　①同種のサービス供給状況







　②市場やニーズ等の特性






　③想定する顧客からの声






（５）収支見込及び事業に必要な資金調達の時期、方法
【収支計画】※個人事業主は１２月期、法人等は決算期　　　　　　　　　　
	
	１年目
(令和 年  月期)
	２年目
(令和 年  月期)
	３年目
(令和 年  月期)
	４年目
(令和 年  月期)
	５年目
(令和 年  月期)

	①売上高
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	②売上原価
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	③売上総利益
（①-②）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	経費
	〇〇費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	〇〇費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	〇〇費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	〇〇費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	〇〇費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	〇〇費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	④合計
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	⑤営業利益
（③-④）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	従業員数
	人
	人
	人
	人
	人

	積算根拠
	【売上】





	
	【経費】







【資金調達実績】※起業支援金は精算払い	
	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	設備資金
	
	千円
	自己資金
	千円

	
	
	千円
	金融機関からの借入金
※借入先：
（借入額　　　　　）
	千円

	
	
	千円
	
	

	
	
	千円
	
	

	
	小　計
	千円
	その他（　　　　　　）
	千円

	運転資金
	
	千円
	その他（　　　　　　）
	千円

	
	
	千円
	その他（　　　　　　）
	千円

	
	小　計
	千円
	補助金等（国、県、市町村、その他）※（６）に詳述する。
	千円

	合　計
	千円
	合　計
	千円

	※借入金交渉の進捗状況等





（６）他に国、都道府県、市町村等の補助を受ける場合は、補助金等の名称
交付元団体






（７）既存事業と対象事業との違い















[bookmark: _GoBack]別紙６－２
対象事業に要した経費内訳
　（単位：円）
	経費区分
	支出目的（使途）
※個別に内容をご記入ください。
	金額
（税抜・税込）
	積算基礎
	備考

	人件費
	
	
	
	

	店舗等借料
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	

	借料
	
	
	
	

	知的財産権等関連経費
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	外注費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	マーケティング調査費
	
	
	
	

	広報費
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	



（注）経費の額及び支払日が証明できる書類を添付してください。
